
1 

袖ケ浦市交流センターの設置及び管理に関する条例（案） 

の逐条解説 

 

第１条（趣旨） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第１項の規定に基づき、袖ケ浦市交流センター（以下「交流センタ

ー」という。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

【趣旨】 

本条は、この条例の趣旨について規定するものです。 

 

【解説】 

この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第１項の規定に基づき、公の施設である交流センターの設置及び管理

に関すること並びに交流センターで実施する事業に関し必要な事項を定

めることを趣旨としています。 

 

関係法令 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略）  

資料３ 
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第２条（定義） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 市民 市内に居住する者又は市内に通勤し、若しくは通学する者

をいう。 

(2) 地域コミュニティ 地域における地縁団体（自治会、子ども会、

Ｐ Ｔ Ａ そ の 他 地 縁 に よ り 形 成 さ れ た 住 民 を 主 体 と す る 団 体 を い

う。）、市民活動団体（ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁に捉わ

れることなく共通の関心又は分野により形成された市内で活動する団

体をいう。）及び事業者（市内において事業活動を行う者をいう。）

をいう。 

(3) 協働 地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成するために、

それぞれの果たすべき役割及び責任を自覚した上で、相互の自主性及

び主体性を尊重しながら協力し、又は連携することをいう。 

(4) まちづくり 地域課題の解決を図り、より住みやすい地域社会を

形成することをいう。 

【趣旨】 

本条は、この条例における用語の意義について規定するものです。 

 

【解説】 

交流センターは、袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例（平

成２９年条例第１０号。以下「協働のまちづくり条例」という。）第３

条の基本理念に基づき、協働によるまちづくりを推進するため、その活

動拠点とすることから、この条例における用語について、協働のまちづ

くり条例第２条の定義を参考に、用語の意義を定めるものです。 
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関係条例 
 

〇袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市民 市内に居住する者（以下「住民」という。）又は市内に通勤し、若

しくは通学する者をいう。 

(2) 地縁団体 自治会、子ども会、ＰＴＡその他地縁により形成された住民を

主体とする団体をいう。 

(3) 市民活動団体 ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁に捉われることなく

共通の関心又は分野により形成された市内で活動する団体をいう。 

(4) 事業者 市内において事業活動を行う者をいう。 

(5) 地域コミュニティ 地域における地縁団体、市民活動団体及び事業者をい

う。 

(6) 市 市長その他の市の執行機関をいう。 

(7) 協働 地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成するために、それぞれ

の果たすべき役割及び責任を自覚した上で、相互の自主性及び主体性を尊重

しながら協力し、又は連携することをいう。 

(8) まちづくり 地域課題の解決を図り、より住みやすい地域社会を形成する

ことをいう。 

（基本理念） 

第３条 市民、地域コミュニティ及び市は、次に掲げる基本理念に基づき、協働に

よるまちづくりを推進するものとする。 

(1) 市民の地域コミュニティへの参加の促進 地域コミュニティ及び市は、市

民が地域コミュニティに参加しやすい環境をつくること。 

(2) 地域コミュニティの連携の促進 地域コミュニティは、それぞれの持ち味

を活かし、相互に連携すること。 
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(3) 地域コミュニティと市の協働の推進 地域コミュニティ及び市は、互いの

特性及び立場を尊重し、適切な役割分担の下で協働すること。 
 

 

 

第３条（設置） 

（設置） 

第３条 市は、地域コミュニティの活性化に関し、社会教育に関する事業

等と一体的に取り組むことにより、協働によるまちづくりを推進するた

め、その活動拠点として、交流センターを設置する。 

【趣旨】 

本条は、交流センターを設置することについて規定するものです。 

 

【解説】 

交流センターの設置について定めるものです。交流センターは、協働

のまちづくり条例第８条に規定する市の責務（地域コミュニティの活性

化に資する施策の推進や地域コミュニティによるまちづくりの支援、協

働によるまちづくりを円滑に推進するための環境の整備に努めることな

ど）や第１２条に規定する拠点づくり（市民相互の交流や地域コミュニ

ティの活動、連携等を行うための施設の整備など）を行います。また、

社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）に基づき実施される社会教育

に関する活動や公民館の事業等と、情報共有や連携した取組を進めるこ

とにより、市民、地縁団体、市民活動団体、事業者と協働のまちづくり

条例に規定する３つの基本理念に基づく協働によるまちづくりを推進す

るため、その活動拠点として設置するものです。 
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関係条例 
 

〇袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市民 市内に居住する者（以下「住民」という。）又は市内に通勤し、若

しくは通学する者をいう。 

(2) 地縁団体 自治会、子ども会、ＰＴＡその他地縁により形成された住民を

主体とする団体をいう。 

(3) 市民活動団体 ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁に捉われることなく

共通の関心又は分野により形成された市内で活動する団体をいう。 

(4) 事業者 市内において事業活動を行う者をいう。 

(5) 地域コミュニティ 地域における地縁団体、市民活動団体及び事業者をい

う。 

(6) 市 市長その他の市の執行機関をいう。 

(7) 協働 地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成するために、それぞれ

の果たすべき役割及び責任を自覚した上で、相互の自主性及び主体性を尊重

しながら協力し、又は連携することをいう。 

(8) まちづくり 地域課題の解決を図り、より住みやすい地域社会を形成する

ことをいう。 

 

（基本理念） 

第３条 市民、地域コミュニティ及び市は、次に掲げる基本理念に基づき、協働に

よるまちづくりを推進するものとする。 

(1) 市民の地域コミュニティへの参加の促進 地域コミュニティ及び市は、市

民が地域コミュニティに参加しやすい環境をつくること。 

(2) 地域コミュニティの連携の促進 地域コミュニティは、それぞれの持ち味
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を活かし、相互に連携すること。 

(3) 地域コミュニティと市の協働の推進 地域コミュニティ及び市は、互いの

特性及び立場を尊重し、適切な役割分担の下で協働すること。 

 

（市の責務） 

第８条 市は、本市のまちづくりに関する基本的な構想及び計画を示し、総合的か

つ計画的に各種の施策を推進するものとする。 

２ 市は、地域における情報を収集し、地域コミュニティの活性化に資する施策を

推進するとともに、地域コミュニティによるまちづくりを支援するものとする。 

３ 市は、協働によるまちづくりを円滑に推進するための環境の整備に努めるとと

もに、協働に当たっては、第３条の基本理念を踏まえ適切に役割及び責任を分担

するものとする。 

４ 市は、市の職員に対し、協働によるまちづくりに関する理解を促進し、知識及

び技能を習得させるものとする。 

 

（拠点づくり） 

第１２条 地域コミュニティ及び市は、市民相互の交流並びに地域コミュニティの

活動及び連携等を行うための施設を整備し、又は場を提供するよう努めるものと

する。 
 

 

関係法令 
 

〇社会教育法（抜粋） 

（市町村の教育委員会の事務） 

第五条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、

当該地方の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。 

一 社会教育に必要な援助を行うこと。 

二 社会教育委員の委嘱に関すること。 
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三 公民館の設置及び管理に関すること。 

四 所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管

理に関すること。 

五 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関する

こと。 

六 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びに

これらの奨励に関すること。 

七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並

びに家庭教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。 

八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励

に関すること。 

九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 

十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必

要な知識又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の

開催並びにこれらの奨励に関すること。 

十一 運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関する

こと。 

十二 音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関するこ

と。 

十三 主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条に規定する

学齢児童及び学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日にお

いて学校、社会教育施設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の

機会を提供する事業の実施並びにその奨励に関すること。 

十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その

他の体験活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。 

十五 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学

校、社会教育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供

する事業の実施及びその奨励に関すること。 
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十六 社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。 

十七 視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提

供に関すること。 

十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 

十九 その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務 

２ 市町村の教育委員会は、前項第十三号から第十五号までに規定する活動であつ

て地域住民その他の関係者（以下この項及び第九条の七第二項において「地域住

民等」という。）が学校と協働して行うもの（以下「地域学校協働活動」とい

う。）の機会を提供する事業を実施するに当たつては、地域住民等の積極的な参

加を得て当該地域学校協働活動が学校との適切な連携の下に円滑かつ効果的に実

施されるよう、地域住民等と学校との連携協力体制の整備、地域学校協働活動に

関する普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ （略） 

 

（公民館の事業） 

第二十二条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行

う。但し、この法律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。 

一 定期講座を開設すること。 

二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。 

三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。 

四 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。 

五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 
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第４条（名称及び位置） 

（名称及び位置） 

第４条 交流センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

袖ケ浦市昭和交流センター 袖ケ浦市坂戸市場１５６６番地 

袖ケ浦市長浦交流センター 袖ケ浦市蔵波５１３番地１ 

袖ケ浦市根形交流センター 袖ケ浦市下新田１２７７番地 

袖ケ浦市平岡交流センター 袖ケ浦市野里１５６３番地１ 

袖ケ浦市平川交流センター 袖ケ浦市横田１１５番地１ 
 

【趣旨】 

本条は、交流センターの名称及び位置について規定するものです。 

 

【解説】 

交流センターの設置に当たり、その名称や位置について定めるもの

です。交流センターは、公民館施設を市長部局へ移管し設置するもので

あり、その名称は、それぞれの地区で活動している市民、地縁団体、市

民活動団体、事業者のあらゆる主体が地区を限定せずに集い、交流し、

互いに連携・協力し活動することにより、この施設が市内の各地区にお

いてセンター（中心的な役割）となることを考え、「交流センター」と

冠しています。なお、その位置については、袖ケ浦市公民館並びに市民

会館の設置及び管理等に関する条例（昭和４９年条例第３３号）第２条

第２項に規定されたものと同様です。 

 

関係法令 
 

〇社会教育法（抜粋） 

（公民館の設置者） 

第二十一条 公民館は、市町村が設置する。 

２・３ （略） 
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関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（設置） 

第２条 市は、社会教育の振興並びに市民の生活文化の向上と福祉の増進を図るた

め、公民館並びに市民会館を袖ケ浦市に設置する。 

２ 公民館並びに市民会館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

袖ケ浦市平川公民館 袖ケ浦市横田１１５番地１ 

袖ケ浦市民会館 袖ケ浦市坂戸市場１５６６番地 

袖ケ浦市長浦公民館 袖ケ浦市蔵波５１３番地１ 

袖ケ浦市根形公民館 袖ケ浦市下新田１２７７番地 

袖ケ浦市平岡公民館 袖ケ浦市野里１５６３番地１ 
  

 

 

第５条（サブセンター） 

（サブセンター） 

第５条 袖ケ浦市平川交流センターにサブセンターを設置し、その名称及

び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

富岡サブセンター 袖ケ浦市吉野田６２２番地２ 
 

【趣旨】 

本条は、平川交流センターにサブセンターを設置すること等につい

て規定するものです。 

 

【解説】 

現在設置されている平川公民館富岡分館について、平川公民館を交流

センター化することに伴い、平川交流センターのサブセンターとして取
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り扱い、その名称や位置について定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇社会教育法（抜粋） 

（公民館の設置者） 

第二十一条 公民館は、市町村が設置する。 

２ 前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法人又

は一般財団法人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置するこ

とができない。 

３ 公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることができ

る。 
 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（分館の設置） 

第２条の２ 平川公民館に分館を設置し、その名称及び位置は、次のとおりとす

る。 

名称 位置 

富岡分館 袖ケ浦市吉野田６２２番地２ 
  

 

 

第６条（管理者） 

（管理者） 

第６条 交流センターの管理者は、市長とする。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの管理者について規定するものです。 
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【解説】 

公の施設の設置及び管理に関する事項に関し、交流センターの管理者

は、市長であることを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（管理） 

第３条 公民館及び市民会館の管理者は、袖ケ浦市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）とする。 
 

 

 

第７条（職員） 

（職員） 

第７条 交流センターに、それぞれ所長その他の職員を置く。 

【趣旨】 

本条は、交流センターに職員を置くことについて規定するものです。 

 

 

 



13 

【解説】 

公の施設の設置及び管理に関する事項は、地方自治法の規定により条

例で定める必要があることから、交流センターの管理・運営に関し、そ

れぞれ所長や必要な職員を配置することを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（職員） 

第４条 公民館及び市民会館に、それぞれ館長その他の職員を置く。 
 

 

 

第８条（事業） 

（事業） 

第８条 交流センターの事業は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 市民及び地域コミュニティによるまちづくりの支援に関するこ

と。 

(2) 協働のまちづくりの推進に当たり、地域課題の解決に向けた取組

に関すること。 

(3) 交流センターの施設又はその附属設備（以下「交流センターの施
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設等」という。）の提供に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、交流センターの設置目的を達成する

ために必要な事業 

【趣旨】 

本条は、交流センターにおいて行う事業について規定するものです。 

 

【解説】 

＜第１号関係＞ 

市民と、地縁団体、市民活動団体及び事業者といった地域コミュ

ニティ、協働のまちづくり条例第１５条に規定する地域まちづくり

協議会によるまちづくりについての活動を支援することを定めるも

のです。 

＜第２号関係＞ 

市民のニーズが複雑化、多様化していることに伴い、地域コミ

ュニティ又は市の一方だけでは解決することが難しい地域の課題

が生じており、その解決に当たっては、市民や地域コミュニティ

との協働により推進していくことが必要になります。そのため、

第１号における市民や地域コミュニティの活動の支援を行うだけ

でなく、市自らも各分野における地域課題の解決に向けた取組に

ついて、市民や地域コミュニティとの協働や、教育委員会や公民

館が行う社会教育に関する活動とも連携し行うことを定めるもの

です。 

＜第３号関係＞ 

これまで公民館で行っていた施設等の提供については、現にある

公民館施設を交流センター化することにより、交流センターにおい

て、例えば営利を目的とする事業等に関しても施設等の提供を行う

ことから、その規定を定めるものです。 
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＜第４号関係＞ 

第１号から第３号までに規定する事業のほかに、地域コミュニテ

ィの活性化等に資する事業を行うことを定めるものです。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市みんなが輝く協働のまちづくり条例（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 市民 市内に居住する者（以下「住民」という。）又は市内に通勤し、若

しくは通学する者をいう。 

(2) 地縁団体 自治会、子ども会、ＰＴＡその他地縁により形成された住民を

主体とする団体をいう。 

(3) 市民活動団体 ＮＰＯ、ボランティア団体その他地縁に捉われることなく

共通の関心又は分野により形成された市内で活動する団体をいう。 

(4) 事業者 市内において事業活動を行う者をいう。 

(5) 地域コミュニティ 地域における地縁団体、市民活動団体及び事業者をい

う。 

(6) 市 市長その他の市の執行機関をいう。 

(7) 協働 地域コミュニティ及び市が共通の目的を達成するために、それぞれ

の果たすべき役割及び責任を自覚した上で、相互の自主性及び主体性を尊重

しながら協力し、又は連携することをいう。 

(8) まちづくり 地域課題の解決を図り、より住みやすい地域社会を形成する

ことをいう。 

 

（市民の役割） 

第４条 市民は、地域コミュニティに自主的かつ主体的に参加し、まちづくりに関
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わるよう努めるものとする。 

２ 市民は、自らがまちづくりの担い手であることを認識し、まちづくりへの理解

を深め、意識の向上に努めるものとする。 

（地縁団体の役割） 

第５条 地縁団体は、自らの地域における情報を収集し、課題を把握するととも

に、他の地域コミュニティと連携し、又は市と協働して、地域の特性を活かした

まちづくりに取り組むよう努めるものとする。 

２ 地縁団体は、自らの地域における住民相互の交流及び連携を促進するよう努め

るものとする。 

（市民活動団体の役割） 

第６条 市民活動団体は、その活動する分野における知識、専門性等を活かし、他

の地域コミュニティと連携し、又は市と協働して、まちづくりに取り組むよう努

めるものとする。 

２ 市民活動団体は、市民に対し、その活動への参加の機会を提供するとともに、

広報活動等を通じて、その活動内容が理解されるよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、地域社会との連携を深めるとともに、その事業活動の特性、専

門性等を活かし、地域の活性化及びまちづくりに寄与するよう努めるものとす

る。 

 

（地域まちづくり協議会） 

第１５条 住民及び地縁団体は、自らの地域におけるまちづくりを推進するための

組織（以下この条において「地域まちづくり協議会」という。）を設立すること

ができる。 

２ 地域まちづくり協議会は、当該地域の市民及び地域コミュニティにより組織す

るものとする。 

３ 市は、地域まちづくり協議会の設立、運営及び活動に対し、必要な支援を行う
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よう努めるものとする。 

 

 

第９条（施設の共用） 

（施設の共用） 

第９条 市長は、袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関す

る条例（昭和４９年条例第３３号）第６条に規定する事業を実施するた

め、交流センターを使用に供するものとする。 

【趣旨】 

本条は、袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条

例第６条に規定した事業の実施に当たり、交流センターを使用に供する

ことを規定するものです。 

 

【解説】 

交流センター内に公民館の組織・機能を有し引き続き公民館事業を行

うことから、その事業を行う際に交流センターを使用できることを定め

るものです。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（事業） 

第６条 公民館及び市民会館は、社会教育法第２２条に規定する事業のほか、公共

の福祉増進のための施設の提供に供する事業を行う。 

 

関係法令 
 

〇社会教育法（抜粋） 

（公民館の事業） 
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第二十二条 公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行

う。但し、この法律及び他の法令によつて禁じられたものは、この限りでない。 

一 定期講座を開設すること。 

二 討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。 

三 図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。 

四 体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。 

五 各種の団体、機関等の連絡を図ること。 

六 その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。 

 

 

第１０条（開館時間） 

（開館時間） 

第１０条 交流センターの開館時間は、午前９時から午後５時までとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、開館時間を午

後９時まで（６月１日から９月３０日までの期間にあっては、午後９時

３０分まで）延長することができる。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの開館時間について規定するものです。 

 

【解説】 

公の施設の設置及び管理に関する事項は、地方自治法の規定により

条例で定める必要があることから、交流センターの開館時間を定めるも

のです。 

＜第１項関係＞ 

交流センターの開館時間は、午前９時から午後５時までとすること

を定めるものです。 
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＜第２項関係＞ 

前項の規定があるものの、公民館の使用と同様に、午後５時を過ぎ

ても予約がある場合等は開館していることから、市長が必要と認める

ときは、開館時間を午後９時まで延長できることとし、６月１日から

９月３０日までの期間においては、午後９時３０分まで延長できるこ

とを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 
 

 

関係例規 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則（抜粋） 

（開館時間） 

第２条 袖ケ浦市公民館並びに市民会館の開館時間は、午前９時から午後５時まで

とする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、開館時間を変更することが

できる。 

２ 夜間使用の場合は、午後９時までとする。ただし、６月１日から９月３０日ま

での期間においては、午後９時３０分までとする。 
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第１１条（休館日） 

（休館日） 

第１１条 交流センターの休館日は、１月１日から同月４日まで及び１２

月２８日から同月３１日までとする。ただし、市長が特に必要があると

認めるときは、臨時に休館し、又は休館日を変更することができる。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの休館日について規定するものです。 

 

【解説】 

公の施設の設置及び管理に関する事項は、地方自治法の規定により条

例で定める必要があることから、交流センターの休館日は、１月１日か

ら同月４日まで及び１２月２８日から同月３１日までとします。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日を変

更することができることを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 
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関係例規 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則（抜粋） 

（休館日） 

第３条 公民館及び市民会館の休館日は、１月１日から同月４日まで及び１２月２

８日から同月３１日までとする。ただし、教育委員会が特に必要があると認める

ときは、臨時に休館し、又は休館日を変更することができる。 
 

 

 

第１２条（使用の許可） 

（使用の許可） 

第１２条 交流センターの施設等を使用しようとする者は、あらかじめ市

長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の許可に管理上必要な条件を付すことができる。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの施設等の使用の許可について規定するもので

す。 

 

【解説】 

交流センターは地方自治法の規定により設置される、市民の利用に供

するという一定の行政目的を持った公の施設であり、その使用関係の設

定は使用許可という行政処分によって行われることから、以下の規定を

定めるものです。 

＜第１項関係＞ 

交流センターの施設等を使用する場合には、あらかじめ市長の許

可を受けなければならないことを定めるものです。 

＜第２項関係＞ 

市長は、交流センターの施設等の使用を許可するに当たり、管理
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上必要な条件を付すことができることを定めるものであり、その条

件とは、袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する

条例施行規則（昭和４９年教育委員会規則第４号）第２０条に規定

する遵守事項を想定しています。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係例規 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用の許可） 

第７条 公民館並びに市民会館の施設及びその附属設備（以下「施設等」とい

う。）を使用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければな

らない。 

２ 前項の許可には、公民館及び市民会館の管理上必要な条件を付することができ

る。 
 

 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則（抜粋） 

（遵守事項） 

第２０条 使用者及び入館者は、次の事項を守らなければならない。 

(1) 入館人員は、収容定員を超えないこと。 

(2) あらかじめ指定された場所以外で火気を使用し、又は喫煙しないこと。 
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(3) 建物その他の物件をき損又は汚損するおそれのある行為をしないこと。 

(4) 騒音を発し、暴力を用いる等、他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(5) 許可を受けないで、物品の販売をしないこと。 

(6) 所定の場所以外に立ち入らないこと。 

(7) 特に許可を受けたもののほか、所定の場所に備え付けた物件を移動しない

こと。 

(8) その他職員の指示に違反し、公民館並びに市民会館の秩序をみだす行為を

しないこと。 
 

 

 

第１３条（使用の制限） 

（使用の制限） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、交流センタ

ーの施設等の使用を許可しないことができる。 

(1) その使用が公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあ

ると認められるとき。 

(2) その使用が交流センターの設置の目的に反するおそれがあると認

められるとき。 

(3) 袖ケ浦市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第１号

に規定する暴力団の利益になると認められるとき。 

(4) 特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支援

することを目的とするおそれがあると認められるとき。 

(5) その他交流センターの管理上支障があると認められるとき。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの施設等の使用の制限について規定するもので

す。 
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【解説】 

交流センターは地方自治法の規定により設置される、市民の利用に

供するという一定の行政目的を持った公の施設であり、その管理につい

ては、地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第８条に規定されてい

るように、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応

じて最も効率的に運用しなければなりません。 

また、行政財産は、地方公共団体の行政目的達成のための物的手段

であり、その存在目的に従って適正かつ効率的な管理として、財産に対

し必要な修繕又は改良を加え、常に良好な状況において使用できるよう

にする必要があります。 

そのため、適正かつ効率的な管理の妨げになるなど以下に該当する

場合には、施設等の使用を許可しないものとすることを定めるものです。 

＜第１号関係＞ 

その使用が公序良俗を害するおそれがあると認められるとき。 

＜第２号関係＞ 

その使用が第３条（設置）の規定内容に反するおそれがあると認

められるとき。 

＜第３号関係＞ 

袖ケ浦市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第１号

に規定する暴力団の利益になると認められるとき。 

＜第４号関係＞ 

公民館施設は交流センター化することにより、社会教育法第２３

条第２項の適用を受けない施設となりますが、現にある施設等を引

き続き使用するものであり、その利用も大きく変更しないことから、

憲法第８９条の規定を鑑みるとともに、社会教育法第２３条第２項

の規定に関する内容はこの条例において引き続き制限するものとし

ます。 
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＜第５号関係＞ 

第１号から第４号までの規定に該当しない場合であっても、交流

センターの管理上支障があると認められるときは使用を制限するも

のとします。具体的には、使用を定期的に継続して行う場合や、営

業活動や販促活動等のうち一部の活動等を想定しています。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設） 

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利

用に供するための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同

じ。）は、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではな

らない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的

取扱いをしてはならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 
 

〇地方財政法（抜粋） 

（財産の管理及び運用） 

第八条 地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有

の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければならない。 
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〇日本国憲法（抜粋） 

（公の財産の用途制限） 

第八十九条 公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若

しくは維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対

し、これを支出し、又はその利用に供してはならない。 

 
 

〇社会教育法（抜粋） 

（公民館の運営方針） 

第二十三条 公民館は、次の行為を行つてはならない。 

(1) もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を

利用させその他営利事業を援助すること。 

(2) 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候

補者を支持すること。 

２ 市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若し

くは教団を支援してはならない。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用の制限） 

第８条 教育委員会は、次の各号の一に該当する場合には、公民館及び市民会館施

設等の使用を許可しないことができる。 

(1) その使用が公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

(2) その使用が公民館及び市民会館の設置の目的に反すると認められるとき。 

(3) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益にな

ると認めるとき。 

(4) その他公民館及び市民会館の管理上支障があると認められるとき。 
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〇袖ケ浦市暴力団排除条例（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。次号において「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団を

いう。 

(2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(3) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者をいう。 

 

 

第１４条（使用許可の取消し等） 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 市長は、第１２条第１項の規定による使用の許可を受けた者

（以下「使用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する場合は、

その許可を取り消し、又はその使用を制限し、若しくは停止することが

できる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第１２条第２項の規定による許可の条件に違反したとき。 

(3) 前条各号のいずれかに該当したとき。 

(4) 虚偽の申請その他不正の手段により使用の許可を受けた事実が明

らかとなったとき。 

(5) その他交流センターの管理上支障があると認められたとき。 

２ 前項の規定により使用者において損害を生ずることがあっても、市は

その賠償の責めを負わない。 
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【趣旨】 

本条は、交流センターの施設等の使用許可の取消し等について規定す

るものです。 

 

【解説】 

＜第１項関係＞ 

使用者が第１号から第５号までのいずれかに該当する場合には、

市長は、使用者に対して使用の取消し、制限、停止をすることがで

きることを定めるものです。 

＜第２項関係＞ 

前項の規定により使用者に損害が生じた場合でも、市は、使用者

に生じた損害に関し賠償の責めを負わないことについて、行政実例

（昭和３８年１２月１９日付け自治丁行発第９３号）を参考に定め

るものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

（行政財産の管理及び処分） 

第二百三十八条の四 行政財産は、次項から第四項までに定めるものを除くほか、

これを貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託

し、又はこれに私権を設定することができない。 
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２～６ （略） 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度においてその使用を許可するこ

とができる。 

８ （略） 

９ 第七項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公用若しくは公

共用に供するため必要を生じたとき、又は許可の条件に違反する行為があると認

めるときは、普通地方公共団体の長又は委員会は、その許可を取り消すことがで

きる。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用の許可の取消し等） 

第９条 教育委員会は、第７条の規定による使用の許可を受けた者（以下「使用

者」という。）が次の各号の一に該当する場合は、その使用を制限し、又はその

許可を取り消し、若しくは停止することができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第７条第２項の規定による使用の条件に違反したとき。 

(3) 前条各号のいずれかに該当するとき。 

(4) 虚偽の申請その他不正の手段により使用の許可を受けた事実が明らかとな

ったとき。 

(5) その他公民館及び市民会館の管理上支障があると認められるとき。 

２ 前項の規定により使用者において損害を生ずることがあっても教育委員会は、

その賠償の責を負わない。 
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行政実例 
 

自 治 丁 行 発 第 ９ ３ 号 

昭和３８年１２月１９日 

 

各都道府県総務部長あて 

行政課長 

 

行政財産の使用許可の取消しと損失補償 

問 法第２３８条の４第５項の規定により、県が公用又は公共の用に供するために

行政財産の使用許可を取り消したときは普通財産における第２３８条の５第３項

に相当する規定がないので、県はこの取消によつて生じた損失を補償する必要は

ないと考えてよいか。 

答 許可するに当り取消によつて生じた損失を補償しない旨の条件を附することが

適当である。 

 

 

第１５条（使用料） 

（使用料） 

第１５条 使用者は、別表第１、別表第２及び別表第３に定める使用料を

納入しなければならない。 

【趣旨】 

本条は、使用者が交流センターの施設等を使用する際の使用料につい

て規定するものです。 

 

【解説】 

使用料は地方自治法第２２５条の規定を根拠として徴収するものであ

り、使用者が納入する使用料を別表第１から第３までに定めるものとし

ます。なお、現にある施設等を引き続き使用するものであり、その利用
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も大きく変更させないことから、使用料は「袖ケ浦市公民館並びに市民

会館の設置及び管理等に関する条例」に規定する使用料から変更しない

ものとします。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許

可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収すること

ができる。 

 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第二百二十八条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条

例でこれを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に

統一して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下

本項において「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合において

は、当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額

の手数料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。 

２・３ （略） 
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関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用料） 

第１５条 使用者は、別表第１、別表第２及び別表第３に定める使用料を納入しな

ければならない。 

 

第１６条（使用料の徴収） 

（使用料の徴収） 

第１６条 使用料は、使用の許可と同時に徴収する。 

２ 市長は、国又は地方公共団体その他これに類する団体に使用の許可を

した場合は、前項の規定にかかわらず、別に納期を指定して徴収するこ

とができる。 

【趣旨】 

本条は、使用料の徴収について規定するものです。 

 

【解説】 

＜第１項関係＞ 

使用料は、公の施設の使用としてその使用者から徴収する金銭で

あることから、使用の許可と同時に徴収することを定めるものです。 

＜第２項関係＞ 

市長は、国又は地方公共団体その他これに類する団体に使用の許

可をした場合は、別に納期を指定して徴収することができることを

定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 
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第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許

可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収すること

ができる。 

 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第二百二十八条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条

例でこれを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に

統一して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下

本項において「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合において

は、当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額

の手数料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。 

２・３ （略） 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用料の徴収） 

第１６条 使用料は、使用の許可と同時に徴収する。 

２ 国又は地方公共団体その他これに類する団体に使用許可した場合は、前項の規

定にかかわらず、別に納期を指定して徴収することができる。 
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第１７条（使用料の減免） 

（使用料の減免） 

第１７条 市長が特に必要があると認めるときは、第１５条の使用料の額

を減額し、又は免除することができる。 

【趣旨】 

本条は、使用料の減免について規定するものです。 

 

【解説】 

市長は特に必要があると認めるときは、使用料の減額又は免除するこ

とができることを定めるものです。 

なお、使用料の減額又は免除については、公民館施設を交流センター

化するものの現にある施設等を引き続き使用するものであり、その利用

も大きく変更させないことから、「袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設

置及び管理等に関する条例施行規則」に規定する内容等から変更しない

ものとします。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許

可を受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収すること
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ができる。 

 

（分担金等に関する規制及び罰則） 

第二百二十八条 分担金、使用料、加入金及び手数料に関する事項については、条

例でこれを定めなければならない。この場合において、手数料について全国的に

統一して定めることが特に必要と認められるものとして政令で定める事務（以下

本項において「標準事務」という。）について手数料を徴収する場合において

は、当該標準事務に係る事務のうち政令で定めるものにつき、政令で定める金額

の手数料を徴収することを標準として条例を定めなければならない。 

２・３ （略） 

 

関係例規 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用料の減免） 

第１７条 教育委員会が特に認めるときは、第１５条の使用料の額を減額し、又は

その使用料の額を免除することができる。 

 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則（抜粋） 

（使用料の減免） 

第１４条 条例第１７条の規定による使用料の減免は、別表に定めるところによ

る。 

２ 市内の公共的団体、社会教育関係団体、地域コミュニティ団体、福祉団体、Ｎ

ＰＯ法人、高齢者団体及び障害者福祉団体が減免を受けようとするときは、別に

定めるところにより、あらかじめ登録をしなければならない。 

別表（第１４条関係） 

使用区分 減免する額 

(１)市（市の行政機関及び市が加入している一部事務組合等を含 全額 
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む。）が、主催又は共催するとき。 

(２)国又は他の地方公共団体が、行政目的のために使用するとき。 全額 

(３)市内の幼稚園、保育所、保育園、認定子ども園、小学校、中学

校、高等学校及び特別支援学校が、教育又は保育活動で使用する

とき。 

全額 

(４)市内の公共的団体が、市の行政活動に協力する目的で使用する

とき。 

全額 

(５)市内の社会教育関係団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(６)市内の地域コミュニティ団体が、その目的のために使用すると

き。 

全額 

(７)市内の福祉団体、ＮＰＯ法人が、その目的のために使用すると

き。 

全額 

(８)市内の高齢者団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(９)市内の障害者福祉団体が、その目的のために使用するとき。 全額 

(10)その他使用目的の公益性から教育委員会が必要と認めるとき。 その都度決

定する。 

備考１～６ （略） 

 

 

第１８条（使用料の不還付） 

（使用料の不還付） 

第１８条 既に徴収した使用料は還付しない。ただし、使用者の責めに帰

することができない事由その他相当の事由があると認めるときは、使用

料の全部又は一部を還付することができる。 

【趣旨】 

本条は、使用料の不還付等について規定するものです。 
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【解説】 

使用料の納入は、物的役務の利用という認識しやすい客観的事実によ

り当然に発生するものであることから、既に徴収した使用料は還付しな

いことを定めるものです。ただし、使用者の責めに帰することができな

い事由であった場合等は、使用料の全部又は一部を還付することができ

ることを定めるものです。 

なお、使用料の還付については、現にある施設等を引き続き使用する

ものであり、その利用も大きく変更させないことから、「袖ケ浦市公民

館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則」に規定する

内容等から変更しないものとします。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係例規 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用料の不還付） 

第１８条 既に徴収した使用料は還付しない。ただし、次の各号の一に該当すると

きには、使用料の全部又は一部を還付することができる。 

(1) 天災地変その他使用者の責によらない理由により使用ができなかったと

き。 

(2) 教育委員会が公用又は公共用その他やむを得ない理由により使用を取り消
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し、又は使用を中止したとき。 

(3) 使用者が使用期日の７日前までに使用の取消しを申し出たとき。 

 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例施行規則（抜粋） 

（使用料の還付） 

第１６条 条例第１８条ただし書の規定により還付する使用料の額は、次の各号に

定めるところによる。 

(1) 条例第１８条第１号に該当するとき 全額 

(2) 条例第１８条第２号に該当するとき 状況によりその都度教育委員会が定

める。 

(3) 条例第１８条第３号に該当するとき 半額 

２ 条例第９条の規定により教育委員会がその使用を制限し、又はその許可を取り

消し、若しくは停止させた場合は、前項の場合に準じ、その都度状況に応じて教

育委員会が定める。 

 

 

第１９条（使用期間） 

（使用期間） 

第１９条 交流センターの施設等は、同一使用者が同一施設等を引き続き

３日以上にわたって使用することはできない。ただし、市長が特に必要

と認めるとき、又は交流センターの管理上支障がないと認めるときは、

この限りでない。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの施設等の使用期間について規定するものです。 

 

【解説】 

交流センターの施設等は市民の利用に供するための施設であること

から、公民館施設と同様に、引き続き３日以上使用することができない
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ことを定めるものです。ただし、使用に当たって、市長が特に必要と認

める場合や管理上支障がないと認めるときは、３日以上にわたって使用

できるものとしています。なお、引き続き３日以上とは、途切れなく３

日以上使用することを言います。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（使用期間） 

第１０条 公民館及び市民会館は同一使用者が同一施設を引き続き３日以上にわた

って使用することはできない。ただし、教育委員会が特に必要と認めるとき、又

は公民館及び市民会館の管理上支障がないと認めるときは、この限りでない。 

 

 

第２０条（目的外使用等の禁止） 

（目的外使用等の禁止） 

第２０条 使用者は、第１２条第１項の規定により使用の許可を受けた目

的以外に交流センターの施設等を使用し、又はその権利を譲渡し、若し

くは転貸してはならない。 
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【趣旨】 

本条は、交流センターの施設等の目的外使用等を禁止することについ

て規定するものです。 

 

【解説】 

使用者は、第１２条第１項の規定により使用の許可を受けた目的以外

に、交流センターの施設等を使用すること、また、その権利を他者に譲

渡や転貸してはならないことを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（目的外使用、権利譲渡等の禁止） 

第１１条 使用者は、許可を受けた目的以外に公民館及び市民会館を使用し、又は

その権利を譲渡し、若しくは転貸することができない。 

 

 

第２１条（模様替え等） 

（模様替え等） 

第２１条 使用者が交流センターの施設等の使用に際しこれを模様替え
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し、又は設備等を附加しようとするときは、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。 

【趣旨】 

本条は、使用者が交流センターの施設等の模様替え等を行う場合の許

可について規定するものです。 

 

【解説】 

地方公共団体の財産は、住民の負担に基づき形成されたものであり、

住民の税等の負担が形を変えたものということができます。したがって、

その管理については、地方財政法第８条に規定されているように、常に

良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的

に運用しなければなりません。また、行政財産は、地方公共団体の行政

目的達成のための物的手段であり、その存在目的に従って適正かつ効率

的な管理として、財産に対し必要な修繕又は改良を加え、常に良好な状

況において使用できるようにする必要があります。 

そのため、交流センターの施設等の使用に際して模様替えや設備等を

附加しようとするときは、あらかじめ市長の許可を受けなければならな

いことを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 
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〇地方財政法（抜粋） 

（財産の管理及び運用） 

第八条 地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有

の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければならない。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（模様替え等） 

第１２条 使用者が公民館及び市民会館の使用に際しこれを模様替えし、又は設備

等を附加しようとするときは、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければなら

ない。 

 

 

第２２条（原状回復） 

（原状回復） 

第２２条 使用者は、第１２条第１項の規定により使用の許可を受けた交

流センターの施設等の使用を終了したとき（第１４条第１項の規定によ

り使用の許可の取消し又は制限若しくは停止があったときを含む。）

は、直ちに原状に復さなければならない。 

２ 使用者が、前項に規定する義務を履行しない場合においては、市長が

執行し、その費用を当該使用者から徴収する。 

【趣旨】 

本条は、使用者が交流センターの施設等を使用した際の原状回復につ

いて規定するものです。 

 

【解説】 

地方公共団体の財産は、住民の負担に基づき形成されたものであり、
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住民の税等の負担が形を変えたものということができます。したがって、

その管理については、地方財政法第８条に規定されているように、常に

良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的

に運用しなければなりません。また、行政財産は、地方公共団体の行政

目的達成のための物的手段であり、その存在目的に従って適正かつ効率

的な管理として、財産に対し必要な修繕又は改良を加え、常に良好な状

況において使用できるようにする必要があることから、以下の規定を定

めるものです。 

＜第１項関係＞ 

使用者は、使用を終了したとき（使用の取消し、許可の制限や停

止があったときを含む。）に、使用前の現状に回復しなければなら

ないことを定めるものです。 

＜第２項関係＞ 

前項に規定する原状回復を行わない場合には、市長がそれを行い、

その費用を使用者から徴収することを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 
 

〇地方財政法（抜粋） 

（財産の管理及び運用） 

第八条 地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有
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の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければならない。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（原状回復） 

第１３条 使用者は、その使用を終了したとき（第９条の規定により使用について

制限又は許可の取り消し、若しくは停止があったときを含む。）は、直ちに原状

に復さなければならない。 

２ 使用者が、前項に規定する義務を履行しない場合においては、教育委員会が執

行し、その費用を使用者から徴収する。 

 

 

第２３条（損害賠償） 

（損害賠償） 

第２３条 交流センターの施設、設備、備品等を汚損し、損傷し、又は滅

失した者は、これによって生じた損害を賠償しなければならない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

【趣旨】 

本条は、交流センターの施設、設備、備品等を損傷等した際の賠償に

ついて規定するものです。 

 

【解説】 

地方公共団体の財産は、住民の負担に基づき形成されたものであり、

住民の税等の負担が形を変えたものということができます。したがって、

その管理については、地方財政法第８条に規定されているように、常に

良好の状態においてこれを管理し、その所有の目的に応じて最も効率的

に運用しなければなりません。また、行政財産は、地方公共団体の行政

目的達成のための物的手段であり、その存在目的に従って適正かつ効率
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的な管理として、財産に対し必要な修繕又は改良を加え、常に良好な状

況において使用できるようにする必要があります。 

そのため、使用者に限らず、交流センターの施設、設備、備品等の汚

損、損傷又は滅失による損害は故意、過失を問わず、原因者が損害賠償

責任を負うことを定めるものです。ただし、原因者が賠償責任を免れる

特別な理由があると市長が認めたときは、この限りでないことを定める

ものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定

めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２～１１ （略） 

 
 

〇地方財政法（抜粋） 

（財産の管理及び運用） 

第八条 地方公共団体の財産は、常に良好の状態においてこれを管理し、その所有

の目的に応じて最も効率的に、これを運用しなければならない。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

（損害賠償） 

第１４条 使用者は、公民館及び市民会館の施設等を損傷し、又は滅失したとき

は、これによって生じた損害を賠償しなければならない。 
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第２４条（委任） 

（委任） 

第２４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

【趣旨】 

本条は、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めることにつ

いて規定するものです。 

 

【解説】 

細目的な事項については、地方自治法第１５条第１項の規定により、

規則を制定して委任することを定めるものです。 

 

関係法令 
 

〇地方自治法（抜粋） 

（規則） 

第十五条 普通地方公共団体の長は、法令に違反しない限りにおいて、その権限に

属する事務に関し、規則を制定することができる。 

２ （略） 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管

理等に関する条例の一部を改正する条例（令和５年条例第〇号）による

改正前の袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例

の規定に基づきなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規
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定に基づきなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

（準備行為） 

３ 第１２条から第１９条まで及び第２１条の規定による交流センターの

施設等の使用等に関する事務その他必要な準備行為は、この条例の施行

前において行うことができる。 

【趣旨】 

本附則は、この条例を施行するために必要な付随的事項を規定するも

のです。 

 

【解説】 

＜第１項関係＞ 

この条例の施行日について令和６年４月１日と規定するものです。 

＜第２項関係＞ 

この条例の施行前に「袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及

び管理等に関する条例」の規定に基づきなされた使用の許可等の

処分等に関する取り扱いについて定めるものです。 

＜第３項関係＞ 

交流センターの施設等の使用の許可や使用料に関すること等そ

の他必要な行為は、この条例の施行日前でも行うことができるこ

とを定めるものです。 

 

別表第１（第１５条関係） 

別表第１（第１５条関係） 

袖ケ浦市昭和交流センター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

１階 会議室 ３４０円 ３７０円 
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研修室 ２３０円 ３５０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

和室１ ２３０円 ３５０円 

和室２ ２３０円 ３５０円 

大ホール（楽屋

１・２、ホワイエ

等を含む。） 

５，７４０円 ８，６２０円 

大ホール（舞台の

みを使用する場

合） 

１，７２０円 ２，５８０円 

２階 会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

講義室 ３４０円 ３７０円 

和室 ２３０円 ３５０円 

研修室 ６５０円 ９１０円 

３階 中ホール １，２３０円 １，８４０円 

レストラン（厨房、パン

トリー、倉庫、パッケー

ジ室を含む。） 

１月につき ２１５，０００円 

袖ケ浦市長浦交流センター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

１階 多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

多目的室 ６５０円 ９１０円 

２階 会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

和室１ ２３０円 ３５０円 
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和室２ ２３０円 ３５０円 

創作室 ３４０円 ３７０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

研修室１ ３４０円 ３７０円 

研修室２ ３４０円 ３７０円 

袖ケ浦市根形交流センター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

１階 野外ステージ ６５０円 ９１０円 

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

２階 会議室 ３４０円 ３７０円 

講義室 ３４０円 ３７０円 

研修室 ３４０円 ３７０円 

和室 ２３０円 ３５０円 

アトリエ ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

袖ケ浦市平岡交流センター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

１階 多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

会議室 ２３０円 ３５０円 

２階 会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

研修室 ６５０円 ９１０円 
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調理実習室 ６５０円 ９１０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

袖ケ浦市平川交流センター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

１階 体育室 １，８４０円 ２，７６０円 

会議室 ３４０円 ３７０円 

多目的室 ６５０円 ９１０円 

２階 視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

会議室１ ２３０円 ３５０円 

会議室２ ２３０円 ３５０円 

保育室 ２３０円 ３５０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

袖ケ浦市平川交流センター富岡サブセンター 

使用時間区分 

施設区分 

午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

会議室 ３４０円 ３７０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

備考 

１  使用料は、１時間当たりの使用料（以下「単位使用料」とい

う。）に使用時間数を乗じて算定する。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じたときは、当該端数は１時間

とみなす。 

３ 使用に当たって、使用時間が使用時間区分をまたがる場合の使用
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料については、それぞれの使用時間区分ごとの使用時間数（１時間

未満の端数が生じたときは、当該端数は１時間とみなす。）に単位

使用料を乗じた上、その額を合算して算定する。 

４ 市民でない者が使用する場合の単位使用料は、当該単位使用料の

５割に相当する額を加算した額とする。 

５ 使用者が入場料その他これに類する料金を徴収する場合の単位使

用料は、当該単位使用料の５割に相当する額を加算した額とする。 

６ 単位使用料の額に１０円未満の端数が生じたときは、その都度こ

れを切り捨てる。 

７ ６月１日から９月３０日までは、「午後９時」を「午後９時３０

分」とする。 

【趣旨】 

本表は、各交流センターの使用料について規定するものです。 

 

【解説】 

現にある施設等を使用することから、使用料は「袖ケ浦市公民館並

びに市民会館の設置及び管理等に関する条例」に規定する使用料から変

更しないものとします。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

別表第１（第１５条関係） 

市民会館 

区分 午前９時から午後５時まで

１時間につき 

午後５時から午後９時まで

１時間につき 

１階   

会議室 ３４０円 ３７０円 
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研修室 ２３０円 ３５０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

和室１ ２３０円 ３５０円 

和室２ ２３０円 ３５０円 

大ホール（楽屋

１・２、ホワイ

エ等含む。） 

５，７４０円 ８，６２０円 

大ホール（舞台

のみを使用する

場合） 

１，７２０円 ２，５８０円 

２階   

会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

講義室 ３４０円 ３７０円 

和室 ２３０円 ３５０円 

研修室 ６５０円 ９１０円 

３階   

中ホール １，２３０円 １，８４０円 

レストラン（厨

房、パントリー、

倉庫、パッケージ

室含む。） 

１月につき ２１５，０００円 

平川公民館 

区分 午前９時から午後５時まで

１時間につき 

午後５時から午後９時まで

１時間につき 

１階   

体育室 １，８４０円 ２，７６０円 
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会議室 ３４０円 ３７０円 

多目的室 ６５０円 ９１０円 

２階   

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

会議室１ ２３０円 ３５０円 

会議室２ ２３０円 ３５０円 

保育室 ２３０円 ３５０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

長浦公民館 

区分 午前９時から午後５時まで

１時間につき 

午後５時から午後９時まで

１時間につき 

１階   

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

多目的室 ６５０円 ９１０円 

２階   

会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

和室１ ２３０円 ３５０円 

和室２ ２３０円 ３５０円 

創作室 ３４０円 ３７０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

研修室１ ３４０円 ３７０円 

研修室２ ３４０円 ３７０円 

根形公民館 

区分 午前９時から午後５時まで 午後５時から午後９時まで
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１時間につき １時間につき 

１階   

野外ステージ ６５０円 ９１０円 

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

２階   

会議室 ３４０円 ３７０円 

講義室 ３４０円 ３７０円 

研修室 ３４０円 ３７０円 

和室 ２３０円 ３５０円 

アトリエ ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

平岡公民館 

区分 午前９時から午後５時まで

１時間につき 

午後５時から午後９時まで

１時間につき 

１階   

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

会議室 ２３０円 ３５０円 

２階   

会議室１ ３４０円 ３７０円 

会議室２ ３４０円 ３７０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

研修室 ６５０円 ９１０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

視聴覚室 ６５０円 ９１０円 

平川公民館富岡分館 

区分 午前９時から午後５時まで 午後５時から午後９時まで
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１時間につき １時間につき 

多目的ホール １，２３０円 １，８４０円 

会議室 ３４０円 ３７０円 

和室 ３４０円 ３７０円 

調理実習室 ６５０円 ９１０円 

備考 

１ 使用料は、１時間当たりの使用料（以下「単位使用料」という。）に使用

時間数を乗じて算定する。 

２ 本市の住民でない者（本市に存する事業所等に勤務する者を除く。）が使

用する場合の単位使用料は、規定使用料の５割に相当する額を加算した額と

する。 

３ 使用者が入場料その他これに類する料金を徴収する場合の単位使用料は、

前２項の単位使用料に規定使用料の５割に相当する額を加算した額とする。 

４ 単位使用料の額に１０円未満の端数が生じたときは、その都度これを切り

捨てる。 

５ 使用時間が１時間未満の場合は、１時間とみなす。 

６ ６月１日から９月３０日までは、「午後９時」を「午後９時３０分」とす

る。 

 

別表第２（第１５条関係） 

別表第２（第１５条関係） 

体育室又は多目的ホールをアマチュアスポーツとして使用する場合（冷

房又は暖房を使用しない場合に限る。） 

使用時間区分 

 

施設区分 

午前９時から

午後５時まで

１時間につき 

午後５時から

午後９時まで

１時間につき 

袖ケ浦市平川交流セ 体育室（全面） ５３０円 ６８０円 
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ンター 体育室（半面） ２６０円 ３４０円 

袖ケ浦市長浦交流セ

ンター 

多目的ホール ２８０円 ３９０円 

袖ケ浦市根形交流セ

ンター 

袖ケ浦市平岡交流セ

ンター 

袖ケ浦市平川交流セ

ンター富岡サブセン

ター 

備考 

１ 使用料は、単位使用料に使用時間数を乗じて算定する。 

２ 使用時間に１時間未満の端数が生じたときは、当該端数は１時間

とみなす。 

３ 使用に当たって、使用時間が使用時間区分をまたがる場合の使用

料については、それぞれの使用時間区分ごとの使用時間数（１時間

未満の端数が生じたときは、当該端数は１時間とみなす。）に単位

使用料を乗じた上、その額を合算して算定する。 

４ 市民でない者が使用する場合の単位使用料は、当該単位使用料の

５割に相当する額を加算した額とする。 

５ 単位使用料の額に１０円未満の端数が生じたときは、その都度こ

れを切り捨てる。 

６ ６月１日から９月３０日までは、「午後９時」を「午後９時３０

分」とする。 

【趣旨】 

本表は、体育室又は多目的ホールをアマチュアスポーツとして使用

する場合（冷房又は暖房を使用しない場合に限る。）の使用料について
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規定するものです。 

 

【解説】 

現にある施設等を使用することから、使用料は「袖ケ浦市公民館並

びに市民会館の設置及び管理等に関する条例」に規定する使用料から変

更しないものとします。 

なお、冷房又は暖房を使用する場合の使用料は、別表第１の使用料

を適用するものとします。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

別表第２（第１５条関係） 

体育室又は多目的ホールをアマチュアスポーツとして使用する場合（冷房又は暖

房を使用しない場合に限る。） 

施設区分 午前９時から午後５

時まで１時間につき 

午後５時から午後９

時まで１時間につき 

平川公民館 体育室

（全面） 

５３０円 ６８０円 

体育室

（半面） 

２６０円 ３４０円 

長浦公民館 多目的ホ

ール 

２８０円 ３９０円 

根形公民館 

平岡公民館 

平川公民館富岡分館 

備考 

１ 使用料は、１時間当たりの使用料（以下「単位使用料」という。）に使用

時間数を乗じて算定する。 
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２ 本市の住民でない者（本市に存する事業所等に勤務する者を除く。）が使

用する場合の単位使用料は、規定使用料の５割に相当する額を加算した額と

する。この場合において、１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てる。 

３ 使用時間が１時間未満の場合は、１時間とみなす。 

４ ６月１日から９月３０日までは、「午後９時」を「午後９時３０分」とす

る。 

 

別表第３（第１５条関係） 

別表第３（第１５条関係） 

附属設備使用料その１ 

品名 単位 使用料 

（１時間につき） 

ピアノ １台 ４４０円 

エレクトーン １台 ４４０円 

第１ボーダーライト １式 ８９０円 

第１サスペンションライト 

第２ボーダーライト 

第２サスペンションライト 

ホリゾントライト 

シーリングライト 

フロントサスペンションライト 

ステージスポットライト １台 ４０円 

マイクロホン １本 ８０円 

ビデオプロジェクター １台 ４４０円 

ＣＤプレーヤー １台 ２２０円 

ＣＤ・ＭＤプレーヤーコンポ １台 ２２０円 
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ブルーレイレコーダー １台 ２２０円 

スクリーン １面 ７０円 

反響板 １式 ５２０円 

三点吊りマイク １式 ４４０円 

拡声装置 １台 ２２０円 

大ホール拡声装置 １式 ５２０円 

ステージスピーカー １式 １３０円 

はね返りスピーカー １式 ５０円 

指揮者台 １台 ２０円 

指揮者用譜面台 １台 ２０円 

譜面台 １台 １０円 

平台 １枚 ３０円 

大ホール講演台 １台 １３０円 

附属設備使用料その２ 

品名 単位 使用料 

（１回当たり） 

陶芸窯（素焼き） １台 １，０００円 

陶芸窯（本焼き） １台 ２，０００円 

備考 

１ 平台には、箱足及び開き足を含む。 

２ 大ホール講演台には、司会者台及び花台を含む。 

３ 使用時間に１時間未満の端数が生じたときは、当該端数は１時間

とみなす。 

【趣旨】 

本表は、附属設備の使用料について規定するものです。 
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【解説】 

現に附属する設備を使用することから、使用料は「袖ケ浦市公民館

並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例」に規定する使用料から

変更しないものとします。 

 

関係条例 
 

〇袖ケ浦市公民館並びに市民会館の設置及び管理等に関する条例（抜粋） 

別表第３（第１５条関係） 

附属設備使用料 

品名 単位 使用料 

（１時間につき） 

ピアノ １台 ４４０円 

エレクトーン １台 ４４０円 

第１ボーダーライト １式 ８９０円 

第１サスペンションライト 

第２ボーダーライト 

第２サスペンションライト 

ホリゾントライト 

シーリングライト 

フロントサスペンションライト 

フットライト １台 １３０円 

ステージスポットライト １台 ４０円 

レコードプレーヤー １台 ２２０円 

テープレコーダー １台 ２２０円 

マイクロホン １本 ８０円 

16ミリ映写機 １台 ２２０円 

スライド映写機 １台 ２２０円 
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ビデオプロジェクター １台 ４４０円 

ビデオデッキ １台 ２２０円 

ＣＤプレーヤー １台 ２２０円 

ＣＤ・ＭＤプレーヤーコンポ １台 ２２０円 

ＤＶＤプレーヤー １台 ２２０円 

ＬＤプレーヤー １台 ２２０円 

ブルーレイレコーダ １台 ２２０円 

スクリーン １面 ７０円 

反響板 １式 ５２０円 

三点吊りマイク １式 ４４０円 

拡声装置 １台 ２２０円 

大ホール拡声装置 １式 ５２０円 

ステージスピーカー １式 １３０円 

はね返りスピーカー １式 ５０円 

チェロ １台 ４４０円 

コントラバス １台 ４４０円 

クラリネット １本 ４４０円 

オーボエ １本 ４４０円 

ファゴット １本 ４４０円 

チューバ １台 ４４０円 

シンバル １組 ４４０円 

ティンパニー １台 ４４０円 

指揮者台 １台 ２０円 

指揮者用譜面台 １台 ２０円 

譜面台 １台 １０円 

平台 １枚 ３０円 

大ホール講演台 １台 １３０円 
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屏風 １双 ２６０円 

附属設備使用料その２ 

品名 単位 使用料 

（１回当たり） 

陶芸窯（素焼き） １台 １，０００円 

陶芸窯（本焼き） １台 ２，０００円 

備考 

１ 平台には箱足、開足を含む。 

２ 大ホール講演台には司会者台、花台を含む。 

３ 使用時間が１時間未満の場合は、１時間とみなす。 

 


